
  

 

 

水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会 

第 15 回全体会議 議事次第 

 
 

日時：令和７年６月１６日（月）15:00 ～ 16:30 
場所：中央合同庁舎３号館１階 水管理・国土保全局総務課内会議室（Web 会議併用） 

 
 

１． 開会 
 
 

２． 出席者紹介 
 
 

３． 議題 
 

（１）2025 年度の活性化協議会の実施内容について 
 
 

（２）その他 
 
 

４． 閉会 
 

  



  

＜資料一覧＞ 

 

資料１ 2025 年度の活性化協議会の実施内容 

 

参考資料１ 第 14 回全体会議 議事概要 

 

参考資料 2 水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会規約 

 

 

 

 



  

資料１ 

 

2025 年度（令和７年度）の活性化協議会の実施内容（案） 

 

 

１． 2025 年度に対象とする案件候補の調査 

調査対象とする案件候補については、現地調査、対策案の概略検討、

相手国政府機関等との協議を行い、相手国の関心事項や意向の確認を進

め、ダム再生の案件化の可能性ならびに気候変動適応策と緩和策を両立

させる本邦技術の適用を検討する。 

１案件について、昨年度に引き続き相手国側へのニーズ調査と本邦技

術の提案及び理解獲得に向けた調査を進める 

２案件について、相手国側へのニーズ調査と本邦技術の適用性の可否

の基礎的な調査を進める。 

 

２． その他の調査 

展開先国における課題や案件化の見通しを確認するため、基礎的な情

報収集・意見交換等を行う。 

 

以 上 



 

水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会 

第 14 回全体会議 議事概要 
 

 

１． 日時： 令和 7 年 3 月 7 日（金）10:00～11:35 

 

２． 場所： 中央合同庁舎３号館２階 水管理・国土保全局Ａ会議室（Web会議併用） 

 

３． 議事概要： 

水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会（以下

「活性化協議会」という。）第 14 回全体会議を開催し、2024 年度の実施結果及

び 2025 年度の活性化協議会の進め方について以下の内容を確認した。 

 

（１）2024 年度の実施結果について 

調査対象として選定した３つの案件候補について、現地調査、対策案の概

略検討、相手国政府機関等との協議を行い、相手国の関心事項や意向の確認

を進め、ダム再生の案件化の可能性ならびに気候変動適応策と緩和策を両立

させる本邦技術の適用を検討した。 

２案件については、相手国側の理解獲得に向けた調査を進め、１案件につ

いては、相手国側のニーズ調査と本邦技術の適用性の可否の基礎的な調査を

進めた。 

 

（２）2025 年度の活性化協議会の進め方について 

2025 年度の活性化協議会は、年度の期初と期末に全体会議を開催するこ

ととし、期初の全体会議において、相手国との協議状況や優先度等を踏まえ

調査継続の必要性を判断し、新規の案件候補も含めた中から 2025 年度の調

査対象を選定する。 

 

（３）その他 

主に次のような趣旨の発言があった。 

・ 本邦企業が事業参画するには、対象案件が属する国の市場の問題として、

一定水準の事業規模があり、それが継続されていくことが重要である。 

参考資料１ 



 

・ 案件候補を検討する際には、対象国の設計基準や施工条件を情報収集す

る必要がある。 

・ ICHARM では、在籍した海外研修員を交えた技術交流会を毎年開催してい

る。今後、そのような場で話題提供することも考えられる。 

以 上 
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水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会 規約 

 

（目的） 

第１条 「海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律」の成立を踏ま

え、水資源分野における海外社会資本事業への我が国事業者の円滑な参入を図るため、

国土交通省が海外社会資本事業を行う我が国事業者その他の関係者に必要な情報及び

資料の提供を行うとともに、関係者が相互に連携を図りながら協力することで、水資源

分野において、調査・計画段階に着目して我が国事業者の海外展開に関する現状把握、

課題整理等を行い、協力体制の構築等に取り組む「水資源分野における我が国事業者の

海外展開活性化に向けた協議会」（以下「活性化協議会」という。）を設置する。 

 

（活性化協議会の構成） 

第２条 活性化協議会の構成員は、別表の通りとする。②③④⑤ 

２ 協議会の座長は、国土交通省水管理・国土保全局水資源部水資源計画課長とする。 

３ 事務局は、国土交通省水管理・国土保全局水資源部の支援のもと、独立行政法人水資

源機構が担うこととする。 

４ 座長は、必要に応じ、委員以外の者の参加を求めることができる。 

 

（取組内容） 

第３条 活性化協議会は、以下の取組を実施する。 

１． 我が国事業者の海外展開に必要な現状把握 

２． 我が国事業者の参入促進に向けた課題整理 

３． 協力体制の構築 等 

 

（活性化協議会の開催） 

第４条 委員全体での会議（全体会議）は、座長の求めに応じて開催する。なお、我が国

事業者の参入促進に向けた個別具体の現状把握、課題整理等については、関係者からな

る作業部会を随時開催することとする。 

 

（会議の公開等） 

第５条 活性化協議会（全体会議及び作業部会）は非公開とする。なお、全体会議につい

て、議事概要を作成する。 

 

（その他） 

第６条 この規約に定めるほか、活性化協議会の運営に関し必要な事項は、活性化協議会

において定める。 

 

附 則① 

この規約は、平成３０年８月３１日より実施する。 

附 則② 

この規約は、令和元年６月６日より実施する。 

附 則③ 

この規約は、令和２年６月３０日より実施する。 
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附 則④ 

この規約は、令和６年７月３日より実施する。 

附 則⑤ 

この規約は、令和７年６月１６日より実施する。 
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水資源分野における我が国事業者の海外展開活性化に向けた協議会 

構 成 員 

 

【委 員】 

農林水産省農村振興局整備部水資源課長 

経済産業省経済産業政策局地域産業基盤整備課長 ④ 

経済産業省製造産業局国際プラント・インフラシステム・水ビジネス推進室長 

国土交通省総合政策局国際建設管理官 

国土交通省水管理・国土保全局上下水道企画課長 ④、⑤ 

国土交通省水管理・国土保全局河川計画課長 

○ 国土交通省水管理・国土保全局水資源部水資源計画課長 

国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター水災害

研究グループ長 

独立行政法人水資源機構国際監 

一般社団法人国際建設技術協会水資源・防災部長 ③ 

一般社団法人海外建設協会常務理事 

一般社団法人海外コンサルタンツ協会専務理事  

一般社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会企画部長 

一般社団法人ダム・堰施設技術協会参与 

一般社団法人海外電力調査会電力協力部長 

一般財団法人日本ダム協会専務理事 ② 

（○：座長） 

 

【オブザーバー】 

独立行政法人国際協力機構地球環境部長 

 

 

  事務局 ： 独立行政法人水資源機構経営企画部国際課 ② 

別 表 


